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１．はじめに  

環境問題の中で最も身近である廃棄物処理問題に関し，

隣接する市町村等が互いに連携し，共同でごみ処理事業

に取り組む「ごみ処理の広域化」が検討されている。し

かし，広域化処理計画の策定に当たっては，財政的な効

率性の観点から適切な施設規模の設定を検討することが

求めれる１)。本稿では，ごみ処理の広域化計画を取り上

げ，地区の統合･再編化に関する適正規模の検討を試みる。

地区集約の設定方法及びその効率性に関して，地区の連

携によって形成される組合せ（集約パターン）の下での

ごみ処理費用を試算し，集約規模の大きさ（集約度の高

さ）と総費用との関係を明らかにする。また，集約され

る小規模地区の帰属性に着目した考察も行う。 

２．対象地域の概況及び地区の隣接関係 

本稿の対象地域は，東京都の多摩地域において人口が

多く，面積の小さい自治体が密集する東部地域である。

地域の総面積は約 280km2，総人口およそ 220 万人程度の

規模を有する。A から K までの市及び広域事業組合から

成る 11 の処理地区（以下「地区」と呼ぶ）で構成され，

現行のごみ処理システムは各々の地区単位で個別的に処

理が実施されている。当該地域においては，焼却処理施

設での運転管理の安定化等を図る上で，隣接する地区が

連携し，ごみ処理の広域化（集約化）を総合的かつ計画

的に推進することが必要とされる。対象地域に属する各

地区の隣接関係を図-1のグラフに図示する。 

３．集約パターンの設定 

対象地域内にある複数の地区をどのように統合･再編

し，またその集約化される区域をどの程度の規模にする

かを決定することはごみ処理の広域化計画を策定する上

での重要な検討課題とされる。地区を組み合わせる集約

パターンの設定には，地域的なつながりをクラスター分

析により数量化し，階層的に地区のまとまりを設定する

方法等がある。本稿ではごみ排出量の多い大規模地区を

集約化の中核（コア）と位置付け，その周辺に点在する

中･小規模地区を集約化させる策を「コア集約戦略」と定

義し，表-1に示す具体的な手順により複数の集約パター

ンを体系的に設定する。また，この手順により定めた対

象地域内のコア地区と，その下で考え得る集約パターン

の組合せの総数を表-2に示す。 
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表-1 「コア集約戦略」の手順 

表-2 コア地区及び集約パターンの組合せ数 

1
地区統合･再編の中核となる特定の地区を「コア地区」と定義し，
このコア地区に他の地区を集約する。

2
コア地区の設定数は，現状の処理施設への搬入量の多い地区
から段階的に変化させ，設定したコア地区と他の地区の組合せを
「集約パターン」とする。

3
コア地区単独による処理体制を可能とした上で，コア地区に該当
しない地区は必ずコア地区に帰属し，コア地区を含むある1つの
集約パターンに統合･再編されるものとする。

4
ただし，1つの集約パターン内に2つ以上のコア地区を含むこと，
並びにコア地区に該当しない地区同士が連携し，1つの独立した
集約パターンを形成することは認めない。

5
コア地区の対象となる地区は，処理規模が100[トン/日]以上に
相当する地区とする。

6
統合･再編後に建設される新たな処理施設の立地場所は，一律
各集約パターンの図心に設置されるものとする。

集約度
の高さ

コア地区
の設定数

コ ア 地 区
集約パターンの
組合せ数 [通り]

高い 2 J, G 24

3 J, G, F 36

4 J, G, F, C 42

5 J, G, F, C, I 42

低い 6 J, G, F, C, I, H 14

計　 158
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４．集約化の効率性に関する分析結果及び考察 

４－１．費用関数による試算結果 

３.で定めた計 158 通りの集約パターンに対し，各々の

建設費，処理費及び収集費を試算し，集約化の効率性を

経済的な視点より検討するものとする。なお，試算に際

しては，既往の研究成果より得られた費用関数２)を用い，

中間処理施設の処理形式として焼却処理方式を採用した

場合について考える。 
コア地区の設定数別に最も総費用が安価となる集約パ

ターンの総費用，及びその内訳を表-3に各々示す。計 158

通りの組合せの中で，当該地域の適正規模としてコア地

区の設定数を 4 地区とする図-2の集約パターンが選択さ

れた。この結果は，現行の 11 地区で個別に行われている

ごみ処理体制に対し，処理単位の数を約 3 分の 1 に集約

化させた場合に相当するものである。 

４－２．小規模地区の帰属性に関する考察 

4 コア地区数となる集約パターン（計 42 通り）の内，

最適解（図-2）を含む総費用が安価な上位 10 通りのパタ

ーンを対象にし，コア地区に集約される小規模地区の帰

属性に着目した考察を行う。具体的には，集約化を図る

上で結果を大きく左右する地区とそうでない地区とを識

別し，コア地区と小規模地区との結び付きに関する強弱

を定量化することを目的とする。各集約パターンの特徴

に関し，地区間の連携の有無を 0-1 で表現する隣接行列

を用いて記述した後，連結関係を全く有しない場合から

全ての集約パターンにおいて連結関係を有する場合まで

を 0～10 の数値に集計した結果を「連結頻度マトリック

ス」（表-4）として示す。 

コア地区を除く 7 地区の連結関係に着目すると，まず

地区 A の集約動向は，地区 F への統合･再編が組合せの

数として最も多く，地区 C 及び J へ集約化される組合せ

は少ない。地区 B では，地区 C 及び J への連結頻度が同

数となっている。地区 E に関しては，コア地区 F 及び G

と連結する選択肢を有するが，対象 10 パターンの全てに

おいてコア地区 F へ集約する組合せとなっている。地区

H は，コア地区 G 及び J と連結する組合せに対し，前者

に集約する組合せに全てなっている。地区 I の集約動向

は，コア地区 J に集約する組合せの数が多いが，地区 H

と共にコア地区G へ集約する組合せも考えられる。なお，

地区D 及びK は，コア集約戦略により常に地区C 及び J

へそれぞれ集約される。以上より，地区 E 及びH のよう

に特定のコア地区へ集約することが望ましい地区と，地

区 B 及び I のようにその集約が全体の結果に大きく影響

せず，集約化の決定に対して柔軟性をもつ地区との 2 つ

に大別できることが示された。 

５．おわりに  

本稿ではごみ処理広域化計画に対し，地区集約の適正

規模に関する検討を行った。ごみ処理費用の試算により

集約規模の大きさと効率性の関係を把握すると同時に，

集約化における各地区の帰属性を示すことができた。 
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表-3 コア地区設定数別の最小費用 

注）下線は「コア地区」を表わす。 

図-2 適正規模となる集約パターンの組合せ
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コア地区
の設定数 2 3 4 5 6

総費用 172.9 169.8 165.8 167.4 173.5

建設費 28.3 31.8 34.5 36.6 38.5

処理費 64.2 65.4 66.3 66.9 67.4

収集費 80.4 72.6 65.0 63.9 67.6

単位：[億円/年]

表-4 連結頻度マトリックス 

A B C D E F G H I J K

A 0 5 1 0 0 6 0 0 0 3 0

B 0 4 0 0 0 0 0 0 4 0

C 0 10 0 0 0 0 0 0 0

D 0 0 0 0 0 0 0 0

E 0 10 0 0 0 0 0

F 0 0 0 0 0 0

G 0 10 0 0 0

H 0 4 0 0

I 0 6 0

J 0 10

K 0

Sym.
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